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www.harakenzo.com/jpn企業価値を向上させる、特許情報の戦略的な開示

2023年4月28日

SDGs×知財支援室長弁理士 北岡 瞬

知的財産研究所の「令和４年度 我が国の知的財産制度が経済に果たす役割に関する調査報告書」（特許庁HPリンク）によれば、

（１）「知的財産活動報告書」等の、形式任意の適時開示資料による特許情報の開示は、企業価値の向上に有効、

（２）一方で、内容の自由度が高いことからSDGsウォッシュが起こっている可能性があり、より詳細な分析が必要、とされている。

調査報告書のPartII「企業の知財情報開示に関する分析」の調査概要および分析結果（一部抜粋）

1. 調査概要

対象：有価証券報告書および適時開示資料（統合報告書、アニュアルレポート、ニュースリリース等）

期間： 2004年1月1日から2022年9年30日

対象報告書中の「特許」の単語が含まれる文章の頻度を抽出して分析。

また、「特許」の近傍に下記の単語が組み合わせて使用されている文章を「攻め」or「守り」の開示としてカウント。

攻めの開示：「戦略」、「技術力」、「差別化」、「開発」、「競争力」、「付加価値」

守りの開示：「リスク」、「訴訟」、「無効」、「侵害」、「模倣」、「紛争」

増資額への影響については、資本金の増加があった企業をサンプリングし、増加額と上記開示件数との相関を分析。

知的財産活動調査の個票データ（特許庁から貸与）を、知的財産活動に関する変数として活用。

※詳細な調査・分析方法については、調査報告書中に具体的に記載されている。
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